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１. はじめに
2008 (平成20) 年６月に ｢学校保健法を改正する法律｣ が公布された｡ 学校保
健法は, 1958 (昭和33) 年の制定以来, 学校における児童生徒の健康管理につい
て規定する唯一の法律として, 長い間, 学校保健活動の拠り所とされてきた｡ こ
れが半世紀ぶりに全面的に改正され, 2009 (平成21) 年４月より ｢学校保健安全
法｣ として施行されることとなった｡ その背景には, 教育基本法の改正に始まる
一連の教育関連法令改正の流れや, 昨今の学校安全に関する国民の意識の高まり
がある｡ この法案の審議にあたっては, 新たに規定されることとなった学校の安
全管理について質疑が集中したが, その他にも重要な改正点がいくつかある｡ そ
のひとつが ｢健康相談｣ の節の新設である｡
従来, 学校保健法における健康相談は, ｢健康診断及び健康相談｣ と括られて,
健康診断の事後相談的に取扱われてきた｡ しかし新法では ｢健康相談等｣ が健康
診断の節から独立し, また ｢心身の健康に関し｣ という文言が加筆されて, ｢第８
条 学校においては, 児童生徒等の心身の健康に関し, 健康相談を行うものとす
る｣ と規定された｡ 現在, この法律の施行規則の改正や具体的な実施基準等は通
知されていないことから, 健康相談の概念が拡大したとみてよいのかどうか等,
疑問の声が上げられている (１)｡
一方, 今回の法改正の根拠となった中央教育審議会答申 ｢子どもの心身の健康
を守り, 安全・安心を確保するために学校全体としての取組を進めるための方策
について｣ においては, ｢健康相談｣ という術語が使用されているのは, これまで
の経過を示す一か所のみであり, それとは別に, ｢健康相談活動｣ という術語が数
か所に登場する｡ ｢健康相談活動｣ とは, 教育職員免許法施行規則第９条で養護
教諭免許状の授与を受ける場合の必修科目 ｢健康相談活動の理論及び方法｣ とし
て位置づけられているものである｡
この ｢健康相談｣ と ｢健康相談活動｣ という術語は近似していることから, 従
来から, ｢それぞれの用語の解釈が明確に捉えられず, 混同している場合が少なく
ない｣ (２) ｢健康相談活動の意味が誤解されている｣ (３) などの指摘がある｡ 養護
教諭免許状の課程認定を受けている大学で ｢健康相談活動の理論と方法｣ に相当
する科目として開講されているものに, ｢養護の専門科目｣ として適切に展開さ
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れていない実態があることも報告されている (４)｡ また森田らは文献から, ｢養護
教諭の相談｣ を表現する用語を, ｢保健カウンセリング｣ ｢ヘルスカウンセリング｣
｢健康カウンセリング｣ ｢カウンセリング方式の健康相談｣ ｢養護教諭の行う相談
活動｣ ｢相談的対応｣ など16種類の表現を抽出したと報告している (５)｡ 同様に鈴
木らも, 過去10年間の文献から ｢健康相談活動｣ の他に類似語である ｢相談活動｣
｢ヘルスカウンセリング｣ ｢保健室相談活動｣ などを多数検出し, 中には表題が
｢健康相談活動｣ でありながら内容はカウンセリングに関する論文もあったと指
摘している (６)｡ これらのことから, 従来, これらの用語に共通理解された概念や
定義がなく, 曖昧なままに使用されてきたことが推察される｡
そこで, 本稿では, この２つの述語がどのように使われてきたのか, その沿革
や背景について整理することで, 今後の述語の使い分けについての資料を提供し,
学校保健に関する研究と養護教諭養成教育の発展に寄与することを目的とする｡
２. 現行の規定
(１) ｢健康相談｣ に関する通知
1958 (昭和33) 年に学校保健法が施行された際, 文部省体育局長より ｢学校保
健法および同法施行令等の施行にともなう実施基準について｣ として次のように
通知された｡ その後新たな規定は通知されていないため, これが現在も機能して
いるといえる (平成20年10月５日現在)｡
ところで, 2008 (平成20) 年７月, ｢学校保健法を改正する法律の公布｣ に伴う
通知においては, 留意事項として次のような一文が示された｡ これは, 実施基準
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(一) 法第11条の健康相談は, 次に掲げるような者を対象として, 実施するも
のであること｡
(1) 健康診断の結果, 継続的な観察および指導を必要とする者
(2) 日常の健康観察の結果, 継続的な観察および指導を必要とする者
(3) 病気欠席がちである者
(4) 児童, 生徒等で自らが心身の異常に気づいて健康相談の必要を認めた者
(5) 保護者が当該児童, 生徒等の状態から健康相談の必要を認めた者
(6) 修学旅行, 遠足, 運動会, 対外運動競技等の学校行事への参加の場合にお
いて必要と認める者
(二) 健康相談は校長が学校医または学校歯科医に行わせ, 健康相談には, 担任
の教員が立ち合うものとし, 必要に応じ保護者も立ち合うことが適当であるこ
と｡
(三) 健康相談は, 毎月定期的に, および必要があるときは臨時に, 時刻を定め
て行うこととし, 保健室において行うものとすること｡
｢学校保健法および同法施行令等の施行にともなう実施基準について｣ (文体保第55号
昭和33年６月16日文部省体育局長通達)
を新たに規定したものではないが, 今後の変更の可能性を示唆するものであると
いえる｡
(２) 健康相談活動
健康相談活動については, 明確な規定はないが, 1997 (平成９) 年保健体育審
議会答申において, 養護教諭の新たな役割として次のように示された｡
これを受け, 1998 (平成10) 年, 教育職員免許法施行規則第９条養護教諭の普
通免許状の授与を受ける場合の ｢養護に関する科目｣ の単位として, 科目 ｢健康
相談活動の理論及び方法｣ が位置づけられた｡ このため学術団体でも ｢健康相談
活動｣ を養護教諭の専門領域に関する用語として採用し, この答申に沿って次の
ように定義している (７)｡
なお, 2008年１月の中央教育審議会答申 ｢子どもの心身の健康を守り, 安全・
安心を確保するために学校全体としての取組を進めるための方策について｣ にお
いては, ｢養護教諭は, 学校保健活動の推進に当たって中核的な役割を果たしてお
り, －中略－養護教諭の行う健康相談活動がますます重要となっている｣ と示さ
れている｡
三木はこの健康相談と健康相談活動, さらに類似の ｢教育相談｣ について, そ
の定義, 担当者, 対象者等の違いを次のように整理している (８)｡ (表１)
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第８条の健康相談についても､ 児童生徒等の多様な健康課題に組織的に対応す
る観点から､ 特定の教職員に限らず､ 養護教諭､ 学校医・学校歯科医・学校薬
剤師､ 担任教諭など関係教職員による積極的な参画が求められるものであるこ
と｡ ｢学校保健法等の一部を改正する法律の公布について｣
(平成20年７月９日20文科ス第522号文部科学省スポーツ・青少年局長通知)
養護教諭は､ 児童生徒の身体的不調の背景に､ いじめなどの心の健康問題がか
かわっていること等のサインにいち早く気付くことのできる立場にあり､ 養護
教諭のヘルスカウンセリング (健康相談活動) が一層重要な役割を持ってきて
いる｡ 養護教諭の行うヘルスカウンセリングは､ 養護教諭の職務の特質や保健
室の機能を十分に生かし､ 児童生徒の様々な訴えに対して､ 常に心的な要因や
背景を念頭に置いて､ 心身の観察､ 問題の背景の分析､ 解決のための支援､ 関
係者との連携など､ 心や体の両面への対応を行う健康相談活動である｡
｢生涯にわたる心身の健康の保持増進のための今後の健康に関する教育及びス
ポーツの振興の在り方について (答申)｣ (平成9年9月22日保健体育審議会)
健康相談活動とは､ 養護教諭の職務の特質や保健室の機能を十分に生かし､ 児
童・生徒の様々な訴えに対して常に心的な要因を念頭において､ 心身の健康観
察､ 問題の背景の分析､ 解決のための支援､ 関係者との連携など､ 心と体の両
面への対応を行う養護教諭固有の活動である｡
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表１ ｢健康相談活動｣ ｢教育相談｣ ｢健康相談｣ 等の用語の区別 (三木 2005)
健康相談活動 教 育 相 談 健 康 相 談
定義 養護教諭の職務の特質や保健
室の機能を十分に生かし児童
生徒の様々な訴えに対して常
に心的な要因や背景を念頭に
おいて､ 新進の観察､ 問題の
背景の分析､ 解決のための支
援､ 関係者との連携など､ 心
や体の両面への対応を行う活
動である｡ 保健体育審議会答
申 (1997)
本来一人ひとりの子どもの教
育上の諸問題について､ 本人
又はその親､ 教師などにその
望ましい在り方について指導
助言することを意味する｡ 言
い換えれば､ 個人のもつ悩み
や困難の解決を援助すること
によって､ その生活によく適
応させ､ 人格の成長への援助
を図ろうとするものである(小
学校における教育相談の進め
方､ 文部省､ 1991)
学校においては､ 児童､
生徒､ 学生または幼児
の健康に関し健康相談
を行うものとする (学
校保健法第11条)
根拠 教育職員免許法施行規則第９
条保健体育審議会答申 ｢新た
な役割｣ (平成９年)
教育職員免許法施行規則第10
条
学校保健法第11条
担当者 養護教諭 全ての教職員 学校医
学校歯科医
内 容
(特徴)
・養護教諭の職務の特質を生
かす
・保健室の機能を生かす
・常に心的な要因を念頭
・連携を生かす
・心と体への対応
・随時または計画的に実施全
教員が係わる
・計画的に実施する
・養護教諭は計画立案
・担当教員や保護者が
立ち会う
・健康相談用カード等
担当者 ・養護教諭 ・全教職員 (養護教諭含む) ・医師又は歯科医師
主 な 対
象者
・児童生徒 ・児童生徒､ 保護者､ 教員 ・児童生徒
対 象 者
の課題
・身体的訴え
・保健室来室者の訴え
・なんとなく
・心の悩み
・問題行動
・生徒指導上の課題
・健康診断結果
・保健調査の結果
・日常の健康観察結果
・欠席がち
場所 ・主として保健室 ・主として相談室 ・主として保健室
対 応 の
機会
・随時 (継続した場合は計画
的)
・随時及び計画的 ・計画的
求 め ら
れ る 資
質
・ ｢心の健康問題と身体症状｣
に関する知識理解
・観察の仕方や受け止め方
・確かな判断力
・解剖生理学的知識
・心身医学的知識
・発育発達課題の理解
・カウンセリング能力
・観察力
・看護学的技術
・人格的な特性
３. 健康相談の沿革
(１) 学校医の行う健康相談の嚆矢
学校医による健康相談が事実上いつごろから行われているかは定かでない｡ 公
立学校への学校医設置が開始された1898 (明治31) 年に ｢学校医職務規定｣ (明
治31年２月26日文部省令第６号) が示されたが, その職務には ｢学校医は毎月少
くとも一回授業時間内に於て当該学校に到り衛生上の事項を観察すべし｣ ｢学校
医は学校視察の際疾病に罹れる生徒を発見したるときは其病症に依り欠課休学又
は療治を為さしむべきことを学校長に申告すべし｣ としかない｡ また1920 (大正
９) 年に改正された ｢学校医の資格及職務に関する規定｣ に, 学校医が継続監察
を必要とする通学中の疾病異常者を規定したが, その職務遂行に伴って内実とし
て健康相談が行われたかどうかは明らかではない｡
福田は, 昔から開業医師の所で見られる ｢投薬しないコンサルテーション－簡略
な診察と指示－｣ が学校医の仕事として学校に持ち込まれ, これに ｢健康相談｣
の語を用いたのは, ｢関東大震災 (大正12年９月) よりも前からだったように思
う｣ と述懐している (９)｡
｢学校保健百年史｣ によると, ｢健康相談｣ の用語が初めて学校教育関係の文
献に登場するのは, 1924 (大正13) 年のことである (10)｡ この年, 東京市麹町区に
その名を冠した施設 ｢児童健康相談所｣ が設置された｡ 当時東京市麹町区は先駆
的な学校衛生施設等で知られており, それには麹町区学校医岡田道一の尽力が大
きかったといわれている (11)｡ 岡田は学校衛生技師として, ドイツの虚弱児施設
(休暇聚落や林間学校等)を紹介し, 麹町小学校で開放学級を開設したり (12), 東京
で初めて区立小学校に学校衛生婦の巡回を開始したことでも知られた人物である｡
児童健康相談所は時の麹町区長渋谷徳三郎の賛同を得て, 同区番町小学校の衛
生室に週１回木曜日午後に開設されたもので, 岡田を含む医師３名が篤志で区内
小学校及び幼稚園児童の健康問題一切の相談を担当した｡ その他助手として学校
衛生婦２名, 受付として麹町区役所職員1名が事務を執った｡ この学校児童健康
相談所の意義について, 岡田は後年の著書 (13) で次のように述べている｡ 第一に
身体検査で発見した病気の治療を学校で行うことはできないが, 特に注意する必
要のある児童に保護者同伴で出校を求め, その疾病又は体質について個別に相談
することができる｡ また病気があるわけではないが健康であるか否かがわからな
い場合, 市中の開業医の所には一寸行きにくいときにこのような相談所があれば
至って便利である｡ 教員の側でも, 受持の児童の保護者に相談を勧めることがで
き, 虚弱な児童や学業の不良について教員が医師と相談することでその取扱いを
完全にすることができる｡ しかも学校の衛生室を借りれば特別な設備を必要とせ
ず, 学校医がその任務として無報酬で相談に応ずれば, 宣伝ビラや用紙の印刷費
用程度で簡単に実施できるものである｡
実際, この相談所は評判がよく, その後東京市では芝区, 浅草区, 本郷区, 神田
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区等でも開設されたほか全国的にも設置が進み, 1928 (昭和３) 年には全国の児
童健康相談所は102か所となった (14)｡ また中楯は ｢学校に於ける健康相談施設は,
已に其の成績見るべきもの多く, 特に学校医の学校衛生に関する関心を高め,
保護者と教員の努力と相俟ちて本邦の学校衛生に画期的発達を来さんとしてゐ
る｣ (15) として, 学校医の意識向上という点からも意義を述べている｡
しかしこの ｢児童健康相談所｣ は, 学校教育の必要上から考案されたというよ
り, 社会事業, 中でも児童保護事業の一環としての性格が強い｡ 当時は結核など
の慢性疾患による死亡者の増加, 諸外国に比して著しく高率の妊産婦死亡率及び
乳幼児死亡率が大きな社会問題となっていた｡ 背景には, 従軍兵士や軍需工場・
紡績工場労働者の間での結核の蔓延, 恐慌や天災による農村地域の窮乏などがあ
る｡ そしてその対策として, この時期の他分野の動向と同様, 西欧の思想や施策
に範をとり, 結核予防相談所, 乳幼児健康相談所, 保健館などの保健指導機関
(現在の保健所の前身) が赤十字社や民間団体, 一部地方公共団体の手によって
設置されはじめていた｡ 例えば東京市には乳幼児保育事業として無料の児童健康
相談や東京市小児保護協会 (昭和９年までは東京乳幼児保護協会) による小児健
康相談所など類似の名称の施設が複数みられる (16)｡ これらは新生児から学齢に
達するまでの乳幼児を対象に保健婦が実施したとみられるもので, 学校の児童健
康相談所とほぼ同時期に異なる形態で発展したと考えられる｡
文部嘱託・学校衛生掛長 (元文部省体育官) の大西は, 児童健康相談所につい
て ｢学校における健康相談の施設は, 一般公衆に対する予防医学的乃至結核予防
を目的としての健康相談所の普及に刺激せられたものである｣ と述べている (17)｡
前掲の岡田の著書にも ｢英国に於ては目下主として育児に関する相談所があるが,
その数約二千個所あって…｣ と, 英国に倣って構想したと推察される記述があ
る (18)｡ また ｢諸外国では児童教養に関する多くの相談所があると伝えられてい
るのである｡ 我国でも大阪で三田谷博士が数年前から児童教養相談所を開いてい
る｣ と, 大阪市に本邦で初めて開設された児童相談所で医学的相談や教育的相談
が実施されている (19) ことにも関心を示している｡
(２) 身体検査事後措置としての健康相談
昭和に入って, アメリカのいわゆる ｢教育的学校衛生｣ の思想が紹介され, 児
童生徒はそれまでの医学的あるいは社会的な視点で保護される存在から, 健康教
育の対象者として考えられるようになった (20)｡
1934 (昭和９) 年に, 文部大臣の諮問を受けた全国連合学校衛生会総会は, ｢学
校に於ける健康相談施設は教育上の効果を確実ならしむる為め最も必要なる施設
にして又身体検査後の処理上合理的且つ簡易の方法なる｣ との答申を満場一致で
可決した (21)｡ 身体検査後の処置として, 結果の通告のみならず健康相談等の指
導を実施することで教育上の効果があるとしたものである｡
その結果, 1937 (昭和12) 年に改正された ｢学校身体検査規程｣ (昭和12年１
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月27日文部省令第2号) では ｢学校に於て必要あるときは健康相談, 予防処置, 其
の他適切なる保健養護の施設を講すべし｣ として, 身体検査の事後措置の一つに,
初めて健康相談の実施が明記された｡
時の文部省体育官大西永次郎は, その著書において, 健康相談の意義を次のよ
うに述べている (22)｡ すなわち, 児童生徒の発育や健康状態を横に一斉に検査す
るものを身体検査とすると, 縦に時間的に観察するものが健康相談である｡ 変化
する子どもの健康を把握するには横の検査だけでは十分でなく, 縦の衛生観察が
｢極めて必要｣ である｡ また健康相談は, 教師または学校看護婦による平素の衛
生的観察と, 学校医・学校歯科医の専門的診査が相俟って, 一斉的な身体検査で
は知ることが困難な健康上の問題が時間的経過の上にはっきりと把握される｡
｢学校医といえども, 突然何らの既往症もまた格別の主訴もない子供を診てくれ
といわれたのでは, 到底子供の本態を掴むわけにはいかない｡ 学校医と教師との
協力によって, 現にある子供の健康の特徴がわかり, ここに初めてその子供の学
校における健康指導の具体的方法なり, 治療処置に関する実際的指針なり, ある
いは家庭生活における衛生上の注意なりが, 真に子供の現実に即した具体的な方
法として指示することができるのではないかと思う｣｡ もともと従来の身体検査
の結果の扱いが軽いことに ｢物足りなさ｣ を感じていた (23) 大西にとって, 児童
生徒の健康指導の観点からも健康相談に大きな期待をかけていたことがうかがわ
れる｡
また文部省体育課長岩原拓は1937 (昭和12) 年８月, 東京で開催された世界教
育会議の席上, ｢日本では健康相談に関する法規というものはないが, その成績は
見るべきものが多い｣ と述べて健康相談の重要性を強調し, 次のような実施要項
を紹介した (24)｡
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健康相談実施要項
一. 毎月２回以上､ 学校医に於て健康相談を行うこと
二. 学校長は受持教員をして健康相談の要ありと認むる児童を選定せしめ置く
こと
三. 健康相談を受けしむべき児童につきては左記事項を簿冊に記入すること
姓名､ 学年､ 相談月日､ 診断､ 処理の概要
四. 健康相談の結果は之を保護者に通知し家庭と協力して適当なる衛生養護の
方法を講ずること
五. 伝染病の疑ある場合に於ては保護者の了解を得て登校を停止し其の状況を
監察すること
六. 出来得る限り学校治療の施設を講ずること
七. 必要ある場合は健康相談を受けしむること
八. 健康相談を受けしむべき児童は概ね左記に拠ること
イ. 一般の希望者 ロ. 栄養不良者
ハ. 虚弱者其の他の要監察者 ニ. 長期欠席者
ホ. 運動選手及び其の候補者 ヘ. 其の他教員に於て必要と認むる者
この要項は, 後に1958 (昭和33) 年の学校保健法制定時の体育局長通知に盛り
込まれた内容と共通の表現もあり, その後の健康相談に関する規定の基礎となっ
たものといえる｡
このようにして, 健康相談は身体検査規程に明記されたが, 山本 (25) はこの規
程改正の背景について, ｢健全な兵士を育成しようとする国家の意図を, 学生生徒
に強力に伝達するための媒介項として機能している｣ と分析している｡ すなわち,
この ｢学校身体検査規定の実施に関する件｣ の通牒にある ｢自己の健康の特徴を
自覚せしめ, 進んで健康に関する生活の指導に依り自発的に体位の向上に力めし
むること｣ の一文は, 国家の期待する健全なる国民 (第二の国民) 育成のために
本人さらには家庭に検査結果と事後指導を徹底する目的があったとみるのである｡
当時の日本の体育界は1936 (昭和11) 年５月のC.E.ターナー博士の来日を頂点
に, 健康教育ブームともいえる状況にあったが, 一方で1931 (昭和６) 年の満州
事変以後の戦時体制により, 国民体力の向上, 特に青少年の体位向上が国政の重
要方針のひとつとなっていた｡ ターナー来日とまさに同時期の1936 (昭和11) 年
５月, 陸軍省医務局長の小泉親彦 (後の厚生大臣) が全国学校衛生技師会議にお
いて提起した壮丁徴兵検査の成績の低下問題は各方面に取り上げられ, 寺内陸軍
大臣による衛生省 (厚生省) 設立への動きにもつながったとされる｡ これに連動
した文部省所管の学校衛生事業を厚生省へ移管させる動きに対して, 学校衛生
(身体検査を含む) は教育の一環であることを強調しようとする意図が身体検査
規程改正の中にあったとも考えられる｡ ほぼ同時期の動きとして, 学校看護婦
(のちの養護教諭) の職務は純然たる教育内容である ｢養護｣ であるとして, 公
衆衛生看護婦 (のちの保健婦) と区分しようとした (26) のも同じ理由によるもの
である｡
(３) 健康相談の制度化
終戦後の混乱の中, 1946 (昭和21) 年２月に文部省体育局長より ｢学校衛生刷
新に関する件｣ の通牒が出された｡ その中で健康相談については, ｢学校身体検
査規定第七条の趣旨に則り健康相談, 養護学級等の施設を整備する等弱体者の衛
生養護に努むること｣ と示され, 戦前の身体検査に伴う健康相談の位置づけが引
きつがれた｡ 次いで1947 (昭和22) 年に制定された学校教育法第12条において
｢学校においては, 学生・生徒・児童及び幼児並びに職員の健康増進を図るため,
身体検査を行い, 及び適当な衛生養護の施設を設けなければならない｣ と定めら
れ, 健康相談を含む保健管理が学校教育活動の基礎として位置づけられた｡
さらに文部省より1949 (昭和24) 年には ｢中等学校保健計画実施要領 (試案)｣,
1951 (昭和26) 年には ｢小学校保健計画実施要領 (試案)｣ が公表された｡ これ
らはＣＩＥ (民間情報教育局) の助言により作成された試案であり, 米国教育使
節団報告と同様, 必ずしも日本の制度になじまない内容も一部には見られるが,
この中で健康相談が重視され, 学校保健事業の柱の一本として位置づけられたこ
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とは, 特筆すべきである｡ その内容は, 中等学校, 小学校ともほぼ同様で, 目的,
方法, 各職員の任務等が具体的に示されている｡
ここでの健康相談の実施方法は, 健康診断や日常の観察の結果, 継続的な観察
や指導を必要とする者をあらかじめ教師や養護教諭が選定し, 学校医によって行
われるという従来のものと変わりがない｡
以上のような経過を踏まえ, 1958 (昭和33) 年, 学校保健関係者の待望した学校
保健法がついに制定された｡ ここにおいて, 健康相談は第11条 ｢学校においては,
児童, 生徒, 学生又は幼児の健康に関し, 健康相談を行うものとする｣ と規定さ
れ, 前述の体育局長通知に基づき施行されたのである｡ また併せて施行された学
校保健法施行規則第23条第１項及び第24条第１項には, 学校医・学校歯科医の職
務執行の準則のひとつとして ｢法第11条の健康相談に従事すること｣ が明記され
た｡ これが現在まで継続される法的規定となっているのは既に述べた通りである｡
なお, ｢身体検査｣ はここで ｢健康診断｣ と名称変更された｡ とかく体格検査
に流れ, 健康状態の評価の目的からはずれがちな傾向を改めるためである (27)｡
また法制定に伴って結核予防厚生事業団が発行した実務要覧には次のような解
説がみられる｡ ｢学校における健康相談は, 一般の健康相談とは趣を異にしてい
るのである｡ その一番の大きな違いは, 学校において行われる定期あるいは臨時
の健康診断への結果処理の一つとして, 要注意, 要保護, 要矯正等の児童, 生徒,
学生, 幼児が継続的に学校医の指導により適切に行われるということである｣ (28)｡
ここでは従来から混同されがちであった一般の健康相談 (結核予防相談や乳幼児
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学校保健事業のうち, 健康相談は重要な位置を占める｡
健康相談においては, 身体検査の結果, 発見された疾病異常のある生徒に
対して, 定期的に身体検査を行い, 適切な健康指導をする｡ さらにまた, 教
師・養護教諭の日常の観察において, その必要をみとめた場合, 生徒の希望
する場合にも, 健康相談をうけさせる｡ これらの健康相談の時には, 担任教
師・保護者等が立ち会うことが望ましい｡
二 健康相談において取り扱われる事項
健康相談には, いろいろの相談がもち込まれ指導が求められるのであるが,
そのうち主なものをあげれば, 大体次のようなものである｡
結核要注意者の取り扱い, 並びに発病防止, (以下略)
三 運営方法
学校における健康相談は, 少なくも毎週１回は行われることが望ましい｡
教師及び養護教諭は, あらかじめ, 健康相談をうける必要のある生徒を選定
しておく｡ 学校医は相談事項・検査状況・指導事項等を詳しく記録し, 指導
の適正を期する｡ ―中略― 養護教諭は, 教師と家庭との連絡の中心となり,
また公衆保健施設と緊密な連絡をとることにつとめる｡
健康相談等) との混同を避けるためでもあろうが, 健康診断の事後処置というこ
とが強調されているのが特徴である｡
(４) カウンセリング型の健康相談
学校保健法が施行されて間もなく, 学校医による健康相談とは異なる形態の相
談の存在が明らかになる｡ 鈴木 (29) によると, その ｢ことはじめインパクト論文｣
が登場したのは, 学校保健法施行から３年後の1961(昭和36)年, 戸次澄美子によ
るものである｡ この論文は, 戸次が東大医学部分院において入院児童の退院から
学校復帰まで行った相談事例の報告である (30)｡ 次いで1962 (昭和37) 年, 福田
邦三は ｢相談｣ という語の概念の混乱を指摘し, 学校における健康相談には医師
の行うコンサルテーション型の健康相談の他に, カウンセラーの行うカウンセリ
ング型の健康相談があると初めて提言した (31)｡ (表２)
カウンセリングという概念が日本に紹介されたのは, ロジャーズの 『カウンセ
リングとサイコロジー』 が邦訳された1951 (昭和26) 年で, その実践は1953 (昭
和28) 年に東京大学で開始されたといわれている｡ 福田はこの年創設された同大
学医学部衛生看護学科の学科長で, 附属病院分院で開始された相談事業の実行組
織委員長でもあった｡ 戸次はここで実際の相談業務にあたった保健婦職であり,
両者ともに, まさにこの分野の草分けであった｡
以後福田は, カウンセリング型の健康相談の意義とその担当者としての養護教
諭の役割について精力的に主張し, 長年にわたり養護教諭らと健康相談の実践研
究に熱心に取り組んだ｡
福田の主張は次のようなものである｡ 第１型の学校医の行う健康相談は身体的
な病変に対して簡略な治療や健康指導を行う実地医学 (medical practice) の一面
であり, 養護教諭は補助者または陪席者にすぎない｡ 一方, 第２型は健康生活の
確保あるいは再建を念とする保健サービス (health service) の一面であり (32),
これを行うのは保健カウンセラーとしての養護教諭や保健婦である (33)｡ 学校保
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表２ 健康相談の２型の比較 (福田 1962)
第１型
Consultation 方式
第２型
Counseling 方式
担当者 医師 (歯科医師も含む) カウンセラー
部 門
一般
各科別
一般
心理, 教育, 就職等
ケースとの関係 指示する指導者 助言する支援者
課 題 病変の有無, 解消及び予防 包括的健康生活の確保推進
学術上の基礎 医学の各方面, 治療法 保健学の各方面, 健康支援の技術
健法では養護教諭のこの役割を認めずに, 健康相談の準備や手伝いのみを期待し
ているという認識不足があり, 改正する必要がある (34)｡
戸次 (飯田) は, 福田とともに研究会を主宰しつつ, 健康相談の方法等の実務
について多数執筆した｡ その主張はほぼ福田と同様であり, ｢私どもが考えてい
る健康相談とは, 広義の保健カウンセリングであり, 日常生活全般にわたっての
包括的な相談を意味している｣ (35) としている｡ しかしその名称については ｢カ
ウンセリング方式の健康相談, またはヘルスカウンセリング, 保健カウンセリン
グと呼ばれている｣ (36) と複数の例を挙げ, それらの定義や用語の統一などには
言及していない｡
このカウンセリング技術を取り入れた健康相談は ｢医師に相談するより相談し
やすい｣ ｢話を聞いてもらえ, 自分がどのようにすればよいかわかった｣ ｢気持ち
の持ち方が変わり, 新しい方向がみえてきた｣ などの反響があり, ｢医師の間でも
次第に理解されるようになった｣ (37) との記述から, 徐々に定着していった様子
がうかがわれる｡
しかし東大分院の ｢保健カウンセラー｣ は保健婦やケースワーカーであった｡
彼らの研究会への ｢参加者の職種は養護教諭が最も多｣ かったというものの, 福
田も飯田もこれを養護教諭固有のものととらえていないようである｡ ｢看護職
(養護教諭を含む) の行う健康相談の…｣ (38) という表現や, 実践保健学確立を目
指す福田の他の著作からも, むしろ保健婦と養護教諭を同じ保健職種として想定
していることが垣間見える｡ 東大医学部で福田らに協力した勝沼も, ｢健康相談
は医療の必要条件充足のための仕事である｣ と述べ, ｢地域保健, 学校保健, 労働・
職域・産業保健など｣ (39) を一括して論じている｡ つまり, あくまでも医師とは
異なるカウンセリング方式の健康相談の有効性の主張であって, 学校の健康相談
に限定した概念ではないようである｡ したがって, この時点でのこの型の健康相
談をそのまま学校での ｢養護教諭の行う健康相談活動｣ と同一のものとみなすこ
とは困難であると思われる｡
(５) ｢健康相談｣ の規定について
健康相談は, 病気ではないが虚弱であるなどの健康に不安のある児童に対する
簡略な診断と指導を目的に, 大正時代後期の社会的な要請から開始された｡ 昭和
に入り, 青少年の体位向上のため健康教育に力が傾注される中, 教育的学校衛生
を目途として, 身体検査の事後措置の一つに位置づけられた｡ それは学校医によ
る健康指導ともいうべきものであった｡ 戦後, 学校保健法で, 計画的に学校医・
学校歯科医により行うものと規定された｡ やがてカウンセリング技術の普及とと
もに, カウンセリング方式の健康相談が, 養護教諭等を担当者として行われ始め
た｡
近年の児童生徒の健康課題は, 身体的なものにはとどまらずメンタルヘルスや
児童虐待, 発達障害など多方面にわたり非常に複雑化している (40)｡ その解決に
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は医学的助言だけでなく, 様々な観点から関係者が連携して当たることが求めら
れている｡ 当然カウンセリング的な対応も必要である｡ その意味で, 今回の学校
保健法の全面改正にあたり, 健康相談に養護教諭を含む多様な職員の参画が求め
られたことは, きわめて妥当なものであるといえる｡ 戸次の ｢ことはじめ論文｣
から47年目にして法的に改善が図られることになる｡ しかし未だ1958 (昭和33)
年の体育局長通達の廃止が示されてはおらず, 今後の政令改正や通知発出が待た
れる｡
一方, ｢健康相談活動｣ は, 健康相談とは異なり, 養護教諭の専門用語として通
用しており, この定義等を明確にすることが, 健康相談との混同を避けることに
なる｡ 従って次に養護教諭の専門領域としての ｢健康相談活動｣ の沿革について
検討する｡
４. 養護教諭の行う健康相談活動
(１) 養護教諭が行う相談の変化
(財)日本学校保健会養護教員部会では, 1964 (昭和39) 年に ｢養護教諭の執
務｣ という小冊子を発行している｡ ここに, 学校保健法第11条の規定による健康
相談の外に, ｢養護教諭は児童生徒, その保護者などから児童生徒の健康について
相談を受けることが少なくないので, この相談に応じ, 必要な指導, 助言を行う
ことが必要である｣ (41) との記述がある｡ そして相談内容の例として ｢初潮, 性
教育に関するもの｣ ｢偏食の矯正に関するもの｣ など６例を挙げている｡
これを見る限り, 当時すでに児童生徒や保護者から養護教諭に対して相談が持
ち込まれることは相当あったようである｡ 養護教諭に相談するのは, 学校医が常
駐しておらず, 必要な時にすぐに相談ができないなど, 学校医より養護教諭の方
が相談しやすいといった状況が推察される｡ しかし当時これが養護教諭の専門的
な役割と認識されている様子はうかがわれず, 名称も ｢養護教諭の行う相談｣ と
されているのみである｡
1968 (昭和43) 年, 養護教諭の多くが購読する専門雑誌 ｢健康教室｣ の増刊号
で ｢学校における健康相談｣ が特集された｡ 11名の研究者等が健康相談について
執筆しているが, この中で江口 (42) と高石 (43) が福田の提唱した ｢カウンセリン
グ方式の健康相談｣ にふれており, この方式の認識が学校保健の分野に徐々に広
まっていることがうかがわれる｡ 特に高石は, ｢健康相談は決して身体的問題の
みに終始するものではなく, 否, むしろ心理学的, 精神衛生的な問題が極めて多
いものである｣ としたうえで, ｢医学的基盤と心理学的基盤をあわせもち, 毎日子
供たちに接している養護教諭が果たす相談者としての役割は全く大きい｣ ｢養護
教諭の健康相談は, 校医, カウンセラーの中間にあって両者を合わせた保健学的
アプローチが必要｣ と, 養護教諭の果たす役割について提言している｡
この増刊号には小倉らによる健康相談運営に関する実態調査の研究報告も掲載
され, 養護教諭への相談内容もバラエティに富み, 健康問題とそれ以外の線が引
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きにくいという実態が示されている (44)｡
この頃から, 学校保健や養護教諭の専門雑誌や学会誌に, 養護教諭によるカウ
ンセリング方式の健康相談の実践報告などが掲載され始めた｡ 1972 (昭和47) 年
には日本学校保健学会誌の巻頭で, 船川が ｢健康問題の性格は, かつてのような
医学的な色彩の強いものから次第に生活全般に関した問題, 心の問題, 教育上の
問題に広がりつつある｣ ことから, ｢健康相談の実施方法を考え直す時期に来て
いる｣ (45) と提言した｡ 1975 (昭和50) 年の同誌では, ｢学校カウンセリングの現
状と問題点｣ とする座談会が掲載された｡ 心の問題に起因する身体症状の訴えの
増加など, 保健室を訪れる子どもたちの傾向が変化し, 養護教諭の自己研修が必
要であるという点で意見の一致をみている (46)｡
このように, 養護教諭の健康相談へのかかわり方が変化してきたことが明らか
になってきたものの, それを表す統一された術語はまだ見られない｡
(２) 杉浦による ｢ヘルスカウンセリング｣ の提唱
1976 (昭和51) 年, 杉浦は東北学校保健学会で初めて ｢ヘルスカウンセリング｣
という術語を用い, ｢たとえば反復して腹痛を訴えて何回も保健室に来室し, つい
には長期欠席に陥る事例が, どこの学校にも見られるようになった｡ ―中略―こ
れらに対して, 旧来の投薬とか安静といった医学的処置では効果は期待できず,
心身医学的な立場から心理的葛藤の解決を支援してやらなければ症状苦痛は解消
しない｣ と指摘し, こうした心理的原因から身体的反応を呈してくる学童に対し
て心身医学的観点から援助を行うものが ｢ヘルスカウンセリング｣ であるとした｡
そして, 福田らの ｢保健に関する疑問を共に解決する立場である 『保健カウンセ
リング』｣ との相違点を主張した (47)｡ また心身症の子どもの扱いにあたり, 養護
教諭が学校内で他の誰よりも有利な立場である理由を11項目あげ, ヘルスカウン
セリングは養護教諭の専門領域として最も適したものであると唱えたという (48)｡
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表３ 学校医の健康相談と養護教諭の養護相談の相違点 (杉浦 1982)
健康相談
養護相談
保健相談 ヘルス・カウンセリング
実施者 学校医学校歯科医 養護教諭
期 日
学校行事として日を定めて行
われる
随時行われる
来談者 学校側で選定・指名する 児童・生徒側で自らの意思で決定する
来談形式 呼び出し方式 自由来談方式
助言形式 医学的診察を基礎とした助言
健康生活上の疑問解
決のための助言
身体症状の原因である
情動葛藤解消のため
の助言
健康問題
現に存在する疾病異常に関
するもの
健康生活上の態度・習
慣等に関するもの
心因性の身体反応に
関するもの
健康レベル 低次の健康レベルにあるもの
すべての健康レベルに
あるもの
低次の健康レベルにあ
るもの
杉浦はその後, 学校医・学校歯科医の行う健康相談と, 養護教諭の行う相談を
表３のように整理した (49)｡ そこでは養護教諭の行う相談を ｢『養護相談』 と呼ぶ
のがよいと思う｣ とし, 養護相談の中をさらに ｢ガイダンス的なもの (保健相談)｣
と ｢ヘルスカウンセリング｣ とに分類した｡
さらに杉浦は1988 (昭和63) 年, 養護教諭向けの雑誌で ｢ヘルスカウンセリン
グの進め方｣ を表題とする増刊号の冒頭, 次のような定義を掲載した (50)｡
後に杉浦は, この時の背景として ｢ヘルス・カウンセリングという言葉が広く
使われるようになった｡ しかし同時に, いろいろな見解が現れ始めて, 必ずしも
説く人によって一致しない｡ 提唱者としての責任から, 本来の意味について, そ
の理論と実際を明らかにする目的で刊行した｣ と述べるとともに, ｢筆者がこの
語を使い始めた頃は, 草創の頃, 未分化, 未成熟の時代で, 現在のような厳密な定
義に堪えるものではない｣ とも断わっている (51)｡
この杉浦の定義は, 養護教諭がかかわるさまざまな相談の中でも特に心因性の
身体反応への対応にポイントを絞り, 他の相談活動との違いを明確化しようとし
たものであるといえる｡
(３) ｢健康相談を学ぶ会｣ の発足
1975 (昭和50) 年頃から, 養護教諭の間では自主的にカウンセリングや教育相
談を学ぼうとする機運が高まっていた｡ しかし, ｢そこで学んだことがそのまま
では保健室での相談にあてはめられないことが多い｡ 養護教諭の独自の相談的対
応の方法を確立していく必要がある｣ (52) との考えから, 1980 (昭和55) 年に小
倉および飯田が呼びかけ人となって有志の養護教諭による ｢健康相談を学ぶ会｣
が発足した｡ この時, 会の名称として ｢教育相談｣ ｢カウンセリング｣ ｢健康相談｣
などいくつかの候補が挙げられたが, 養護教諭独自の相談を追及するということ
で, ｢健康相談を学ぶ会｣ と決まったという (53)｡
この会は, 1993 (平成５) 年に, 研究成果をまとめた ｢養護教諭の相談的対応｣
を刊行する機会に ｢養護教諭の相談を学ぶ会｣ と改称された｡ ｢それは, 普段, 養
護教諭が実際に対応している児童・生徒の問題が心身の健康問題に限定されず,
教育相談のカテゴリーに入る問題も少なくないからである｡｣ (54) と小倉は書き,
また同書で飯田は ｢さらに養護教諭独自の相談体系を創り上げることをめざして
改名し, 発展させてゆくことになりました｣ と書いている (55)｡ これらのことか
ら, この会としては, 養護教諭独自の相談体系の中に, 健康問題以外の教育相談
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ヘルス・カウンセリングは､ 精神的な緊張などが原因となり､ 身体的な反応
を表面に示してきたものに対して､ 面接相談を通して精神的な安定を得させ､
自己解決に導き､ それによって症状や苦痛を消去しようとするものである｡ 端
的にいえば､ 心身医学的立場からする言語的治療活動 (psychosomatic health
care) である｡
に分類される内容のものも含んで検討するという考え方であることがわかる｡ そ
してこれをベースに ｢学校健康相談学会｣ が設立されることになる｡
(4) 文部省の動き
文部省は, 1985 (昭和60) 年度から, 養護教諭のカウンセリング能力の向上を
図るために ｢ヘルスカウンセリング指導者養成講座｣ を開始した (56)｡ 当時の所
管課教科調査官であった出井は, このときの研修会の名称の決定について, 次の
ように述べている｡ ｢当初 『健康相談』 という言葉がふさわしいと考えたが, 『健
康相談』 という語句は学校保健法では学校医が行うこととされているために, こ
の語句を使用することは適切でなく (実態として, 健康に関する相談は, 養護教
諭が日常行っているのであるが), また医師が行うことが多い医学的知識を一方
的に与えるような指示的なものではなく, 子どもの言うことをまずよく聞くこと
からはじめるカウンセリング的アプローチの健康相談をということで 『ヘルスカ
ウンセリング』 とした｣ (57)｡
1990 (平成２) 年には (財)日本学校保健会に委託して ｢保健室相談活動調査
委員会 (飯田澄美子委員長)｣ を設置し, 初めて全国的な保健室利用者調査を実
施した｡ これにより, かねてから指摘されていた ｢心の悩みを持って保健室を訪
れる児童生徒が少なくないこと, 心の健康問題などに関する養護教諭の役割が一
層重要になっていること｣ がデータとしても裏付けられた (58)｡ そしてこれをも
とに養護教諭向けの手引書が作成され, 全国の学校に配布された｡ 冊子名は ｢保
健室における相談活動｣ であるが, 内容としては ｢ヘルスカウンセリング｣ の名
称を用い, ｢最近は, 心の健康問題に起因して保健室に来室する児童生徒が増え,
養護教諭などがこの面での健康に関する相談を行っていくことが求められるよう
になった｡ このことがヘルスカウンセリングと称され, その重要性が指摘されて
いる｣ (59) としたうえで次のように述べている｡
この記述からは, ｢ヘルスカウンセリング｣ は, 心の悩みなども含めた広義の相
談活動を指していると読み取れる｡ 杉浦の示した定義とは解釈が異なっている｡
(５) ｢健康相談活動｣ の登場
｢養護教諭の行う健康相談活動｣ という用語が初めて使用されたのは, 上記の
冊子と同時期の1995 (平成７) 年３月, 同じ (財) 日本学校保健会から発行され
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相談担当者は来室者の行動・性格・心の動きなどに配慮しながら､ ライフス
タイルや心身の健康状態等も把握した上で､ 問題を総合的に捉え､ 相手の立場
に立って､ ともに問題や悩みの本質を見極め､ 問題を解決していく必要がある｡
ヘルスカウンセリングでは､ 健康についての悩みのほか､ 迷い・不安・不適応・
孤立・欲求不満等も対象となり､ 医学ではあまり取り上げられない軽微な症状､
疾病とまではいかない体の不調を訴えている児童生徒がしばしば対象となる｡
たもう一つの冊子においてである｡ これは前年の健康診断項目の改定に伴い,
｢健康診断調査研究委員会マニュアル作成小委員会 (船川幡夫委員長)｣ が作成し
た ｢児童生徒の健康診断マニュアル｣ である｡ その中で ｢健康相談｣ の章に ｢学
校医と健康相談｣ ｢養護教諭の行う健康相談活動｣ の両者が明確に分けて示され
た (60)｡ そして養護教諭の行う健康相談活動を ｢子どもの情緒面や行動上の問題
等について, 子ども自身に生活の在り方を見つめさせ, 健康の保持増進に向けた
行動ができるよう, 相談を通して支援することである｣ と定義した｡ この記述の
中で, 特筆すべき内容は次の点である｡
・子どもたちの身近な生活から生じる問題を対象としていること｡
・学校医等の行う健康相談の対象者と同じ場合もあり, それは健康相談の予
備相談や継続観察として実施するものであること｡
・相談の機会としては, 計画的・継続的な実施, 保健指導に引き続いての実
施, 必要があると気付いた時の随時の実施の３つがあること｡
・教職員や家庭, 医療機関等と連携して行うものであること｡
このように改めて養護教諭の行う健康相談活動が取り上げられた背景として,
いじめを苦にした中学生の自殺など, いじめや不登校等が社会的問題となる中,
これらの問題にいち早く気付くことのできる立場にある養護教諭の職務の特質を
発揮することが求められるようになってきたことがあげられる｡ この1995 (平成
７) 年３月に学校教育法施行規則が改正され, 保健主事に教諭だけでなく養護教
諭を充てることができるようになったこともその表れである｡
ただし, 同時期に同じ文部省所管課の協力を得て作成された２つの冊子がそれ
ぞれ異なる用語を使用していることから, まだ用語についての調整が十分でなく,
共通理解が図られていないことが推察される｡
(６) ｢健康相談活動の理論及び方法｣ の法令への位置づけと浸透
保健体育審議会は, 文部大臣から ｢生涯にわたる心身の健康の保持増進のため
の今後の健康に関する教育及びスポーツの振興の在り方について｣ 諮問を受け,
９か月にわたる検討の後, 1997 (平成９) 年に答申を行った｡ その中で, 近年の
心の健康問題等の深刻化に伴い, 養護教諭の新たな役割が示された｡ そこで使用
された用語が ｢養護教諭のヘルスカウンセリング (健康相談活動)｣ である｡ そ
してその資質を担保するため, 養護教諭養成課程の内容の検討にも言及された｡
教育職員養成審議会の ｢養護教諭の養成カリキュラムの在り方について｣ の報告
を経て, 翌年, 教育職員免許法施行規則の改正において, 第９条の養護教諭の普
通免許状の授与を受ける場合の ｢養護に関する科目｣ に ｢健康相談活動の理論及
び方法｣ が新設された｡ このとき, 科目名に ｢ヘルスカウンセリング｣ ではなく
｢健康相談活動｣ が採用された理由については明らかではないが, 教職に関する
科目にある ｢教育相談 (カウンセリングに関する基礎的な知識を含む)｣ とは異
なる特質をもつ専門用語であることを意識して, あえて ｢カウンセリング｣ とい
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う言葉を含まないものを採用したのではないかと考えられる｡
それでもなお, 答申で ｢ヘルスカウンセリング｣ という読み替え語が挙げられ
ているため, ｢心理学系統の者の間に, 健康相談活動はカウンセリングの一部であっ
て, いわゆる通常のカウンセリングを実践すれば健康相談活動 (ヘルスカウンセ
リング) を実践したことになると誤解するものが間々存在する｣ (61) と杉浦は指
摘している｡ また養護教諭養成課程の ｢養護に関する科目｣ の開講状況の問題も,
以前より指摘されている (４) (62)｡
2001 (平成13) 年には, 養護教諭の資質向上を目的として, (財) 日本学校保健
会 ｢養護教諭研修事業推進委員会 (高石昌弘委員長)｣ の検討により, 新たに
｢養護教諭が行う健康相談活動の進め方｣ (63) が発刊された｡ これは保健体育審議
会答申の趣旨に沿ったもので, 全国の養護教諭に購読されている｡ また同年, 文
部科学省教職課程における教育内容・方法の開発研究事業の委嘱を受け, ｢健康
相談活動カリキュラム開発研究会 (代表・三木とみ子)｣ が立ちあげられ, 2003
(平成15) 年に報告書もまとめられた (64)｡
このようにして, 学校医の行う健康相談とは別に, 養護教諭の専門領域の用語と
して ｢健康相談活動｣ の浸透は図られつつある｡
(７) 健康相談活動にかかわる２つの学会の設立
2004 (平成16) 年11月, 先述の ｢健康相談を学ぶ会 (養護教諭の相談を学ぶ会)｣
を母体として, ｢学校健康相談学会｣ が設立された (会長 森田光子)｡ その目的
を ｢学校健康相談 (養護教諭が行う健康相談活動など) に関する研究とその発展｣
としており, ｢学校健康相談｣ ｢健康相談活動｣ の関係を次の図で示している (65)｡
｢学校健康相談｣ を狭義の健康相談活動に限定せず, 養護教諭の行う相談を広く
とらえた飯田らの定義に近いものと思われるが, 明確な定義が示されているわけ
ではない｡ この養護教諭独自の相談を学校健康相談と呼称することについての議
論は現在ほとんどなされていないようである｡ (図１)
一方, 2005 (平成17) 年２月には ｢日本健康相談活動学会｣ が設立された (理
事長 三木とみ子)｡ この学会は ｢教職課程における教育内容・方法の開発研究事
業｣ の研究委員メンバーが発起人となっており, 目的として ｢健康相談活動にお
ける養護教諭の実践や養成教育, 現職教育に関する研究と研修を行い, 養護教諭
としての資質・能力の向上並びに健康相談活動の学術研究の振興に努め, 子ども
たちの成長と発達に貢献すること｣ を挙げている (66)｡ ヘルスカウンセリングを
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提唱した杉浦を顧問に迎え, 養護教諭の職務の特質と保健室の機能を生かした健
康相談活動を主に取り上げている点が特徴である｡
両学会ともに, 余人をもって代えがたい養護教諭の独自性の追究にこだわった
研究を行っているが, 前者は比較的広義の, 後者は狭義の健康相談活動を取り上
げているように思われる｡ 名称も対象も近似していることから, 今後はそこで用
いている術後の定義をより明確にして, それぞれの特徴を打ち出し, その成果の
交流を進めることにより, 養護教諭の行う健康相談活動の研究の一層の発展が図
られるものと考える｡
５. おわりに
｢健康相談｣ は社会的な背景から, ｢健康相談活動｣ は児童生徒の実態の変化
から現場先行で始まり, 制度化されてきた経緯があった｡ 健康相談は学校医・学
校歯科医によるコンサルテーションが想定されていたが, 実質的には養護教諭へ
の相談が少なくなかった｡ 法改正により, 今後はますます関係教職員の連携によ
る組織的な対応に変化していくことになるものと予想される｡ 一方, 身体症状の
背景に心的要因がかかわっていること等に気づくことのできる養護教諭の職務の
特質を生かした (狭義の) ｢健康相談活動｣ が浸透しつつある｡ これを截然と整
理して, 使い分けていくことが必要である｡
健康診断の結果や日常の健康観察の結果, 学校医や担任や養護教諭が相談が必
要と判断し, 場を設定して行う相談は ｢健康相談｣ である｡ 一方, 例えば, 保健
室を訪れる児童生徒が直接的に ｢実は友人関係で悩んでいる｣ と打ち明ければ,
それは ｢健康相談｣ ではなく, 養護教諭も教職員の一人として応ずる ｢教育相談｣
であろう｡ また ｢どうすればもっと背が伸びるか｣ といった健康に関する質問に
対しては, 科学的な知識を与え, 生活習慣の改善を指導する ｢保健指導｣ となろ
う｡ しかし多くの場合, 不安や悩みは身体症状として表出し, ｢頭痛がする｣ ｢気
分が悪い｣ という訴えとしてもたらされる｡ それに対して養護教諭は体温や脈拍
などのバイタルサインをチェックし, 顔色や咽頭部を観察し, リンパ節に触れる
などして疾病の疑いがないかどうか見極めながら, 訴えの背景を探る｡ そして苦
痛の緩和処置をほどこしつつ, 心因性のものではないかと疑われる場合にはカウ
ンセリング技術を生かして心の安定を図り, 必要に応じて保護者や担任教員等と
の連携により支援していく｡ これが養護教諭独自の心身両面に対応する ｢健康相
談活動｣ である｡ これを養護教諭自身が自覚的に行っていくことはもちろん, 他
職種にも示し, 使い分けについての理解を図ることや, 養護教諭の養成課程にお
いて正しく指導していくことが一層必要である｡
しかし広義の養護教諭の相談活動については, 教育相談なのか, 養護教諭の独
自性があるのか, あるとすればそれを学校健康相談と呼称するのかどうかなど,
検討は未だ進んでおらず, コンセンサスも得られていない状況であり, 更なる検
討が必要である｡ そうでなければ, 他職種もかかわる新しい ｢健康相談｣ との区
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別が曖昧なままとなり, 用語の混乱はさらに複雑化する懸念がある｡ また ｢健康
相談活動｣ は活動論であるとした図１の解釈も含め, 養護教諭の活動論, 機能論
といったさまざまな視点からの検討も課題であろう｡
(本文中, 旧仮名遣いの引用箇所は, 新仮名遣いに改めた｡)
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